
国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学における評価会議に関する規程 
 

平成１６年４月１日 

規程第  ６  号 
 
（趣旨） 
第１条 この規程は、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学基本規則（平成

１６年基本規則第１号。以下「基本規則」という。）第２３条に規定する評価

会議に関し必要な事項を定める。 
 
（定義） 

第１条の２ この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

（１）自己点検・評価  学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下「学校教

育法」という。）第１０９条第１項に定める点検及び評価をいう。 

（２）外部評価  国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学（以下「本学」と

いう。）が実施した自己点検・評価の結果について、外部の有識者により行

われる検証をいう。 

（３）中期目標期間評価  国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３

１条の２に定める中期目標の期間における業務の実績に関する点検及び評

価をいう。 

（４）実施責任者  自己点検・評価の内容に応じて、自己点検・評価を実質的

に担い、必要な措置を講ずる者であって、第３条第４項の議長が指名するも

のをいう。 

（５）実施責任組織  実施責任者の指示に基づき、自己点検・評価を実施する

組織をいう。 

 
（評価会議） 
第２条 評価会議は、前条第１号及び第３号のそれぞれの点検及び評価を行う

自己評価会議並びに第２号の外部評価を行う外部評価会議から成る。 
 
（自己評価会議） 
第３条 自己評価会議は、教育、研究及び社会貢献活動並びに管理運営等につい

て、自己点検・評価及び中期目標期間評価の実施及びその総括をし、並びに第

７条第１項の結果に対する必要な措置を講ずる。 
２ 自己評価会議は、次に掲げる委員で組織する。 
（１）学長 
（２）学長が指名する理事 
（３）研究科長 
（４）各領域長 



（５）教育プログラムを担当する教員のうちから学長が指名するもの  教育

プログラムごとに各１人 
（６）企画・教育部長 
（７）その他学長が必要と認める者 
３ 前項第５号及び第７号の委員の任期は、２年とし、再任されることができる。

ただし、委員の在職する期間は、当該委員を指名する学長の在職する期間を限

度とする。 
４ 自己評価会議に議長を置き、学長をもって充てる。 
５ 議長は、自己評価会議を主宰し、及び統括する。 
６ 議長に事故があるときは、あらかじめ議長が指名する理事が議長の職務を

代理する。 
７ 自己評価会議は、委員の３分の２以上の出席がなければ、議事を開くことが

できない。 
８ 自己評価会議は、必要に応じて専門部会を置くことができる。 
 
（自己点検・評価の実施） 
第４条 教育、研究及び社会貢献活動に係る自己点検・評価は、次の表の第１欄

に掲げる自己点検・評価の内容に応じ、第２欄に掲げる実施責任者が第３欄に

掲げる実施責任組織と連携し、それぞれ第４欄に掲げる自己点検・評価の単位

及び第５欄に掲げる自己点検・評価の観点により、概ね６年から７年以内に少

なくとも１度行う。 
自己点検・

評価の内容 
実施責任者 実施責任組織 

自己点検・

評価の単位 

自己点検・

評価の観点 

教育活動（教

育に関する

社会貢献活

動を含む。） 

教育担当理事 教育推進機構 先端科学技

術研究科を

基本とし、教

育研究評議

会において

定める。 

教育研究評

議会におい

て定める。 

研究活動（研

究に関する

社会貢献活

動を含む。） 

研究担当理事 研究推進機構 先端科学技

術研究科を

基本とし、教

育研究評議

会において

定める。 

教育研究評

議会におい

て定める。 

２ 組織及び運営並びに施設及び設備（ＩＣＴ環境（情報通信技術の整備及び活

用状況をいう。以下この項において同じ。）及び附属図書館を除く。）に係る自

己点検・評価並びにＩＣＴ環境及び附属図書館に係る自己点検・評価は、前項

の自己点検・評価の実施と併せて、次の表の第１欄に掲げる自己点検・評価の

内容に応じ、第２欄に掲げる実施責任者が、第３欄に掲げる連携する組織と連



携して行う。 
自己点検・評価の内容 実施責任者 連携する組織 

組織及び運営並びに施設及

び設備（ＩＣＴ環境及び附

属図書館を除く。） 

総務、財務及び施設担

当理事 

事務局（基本規則第

２８条の事務局をい

う。以下同じ。） 

ＩＣＴ環境及び附属図書館

に係るもの 

学術情報、情報システ

ム及び情報管理担当

理事 

総合情報基盤センタ

ー及び事務局 

３ 第１項に掲げる自己点検・評価の観点を定めるときは、学校教育法第１０９

条第２項の規定に基づく認証評価機関（以下「認証評価機関」という。）が定

める評価基準等を参酌するものとする。 
４ 自己評価会議の議長は、第１項及び第２項による自己点検・評価の結果につ

いて、自己評価会議の議を経て決定する。 
 
（自己点検・評価の結果報告等） 

第４条の２ 自己評価会議の議長は、学長に対して前条の自己点検・評価の結果

を報告するものとする。 

２ 学長は、前項により報告を受けた自己点検・評価の結果について、特に教育

研究活動等の改善を継続的に行う仕組みに関することを中心に、外部評価会

議の検証を受けるものとする。 
 
（自己点検・評価における利害関係者の意見及び第三者による評価結果の活用） 
第５条 教育活動（教育に関する社会貢献活動を含む。）に関する自己点検・評

価は、自己点検・評価を行うにあたり聴取する教職員、学生、修了生、学外関

係者等の意見を教育の質の向上等に活用し、認証評価機関による評価をはじ

めとする第三者による客観的な評価結果を基に、教育の質保証における社会

的信頼の向上を図るものとする。 
 
（外部評価会議） 
第６条 外部評価会議は、次に掲げる業務を行う。 
（１）外部評価の実施 
（２）自己点検・評価に関し、学長が指定する事項についての意見の申出 
２ 外部評価会議は、学長が委嘱する学外の有識者で組織する。 
３ 前項の委員の任期は、２年とし、再任されることができる。ただし、委員の

在職する期間は、当該委員を委嘱する学長の在職する期間を限度とする。 
４ 外部評価会議に議長を置き、学長が指名する委員をもって充てる。 
５ 議長は、外部評価会議を主宰する。 
６ 議長に事故があるときは、あらかじめ議長が指名する委員が議長の職務を

代理する。 
７ 外部評価会議は、必要に応じて専門部会を置くことができる。 



 
（外部評価会議による検証等） 
第７条 外部評価会議は、前条第１項第１号の外部評価を行ったときは、その結

果を学長に提出しなければならない。 
２ 外部評価会議は、学長の求めに応じ、前条第１項第２号の意見の申出を学長

に行わなければならない。 
３ 学長は、第１項の結果及び前項の意見について、自己評価会議に報告しなけ

ればならない。 
 
（自己点検・評価及び外部評価結果への対応） 
第８条 学長は、自己点検・評価及び外部評価の結果を踏まえ自己評価会議にお

いて改善が必要と認めた事項（次項において「改善事項」という。）について、

その改善措置を講ずるよう、実施責任者を通じて関係する組織の長に指示し

なければならない。 
２ 関係する組織の長は、前項の改善事項の改善計画を作成し、実施責任者を通

じて学長に報告しなければならない。 

３ 学長は、前項の報告に基づき改善策を決定しようとするときは、自己評価会

議の意見を聴かなければならない。 

４ 学長は、前項の決定をしたときは、実施責任者を通じて組織の長に対して改

善計画の実施を指示し、及び改善計画の実施状況の報告を求めるものとする。 

５ 学長は、前項の報告があったときは、自己評価会議に報告しなければならな

い。 
 
（改善措置命令） 

第９条 学長は、自己評価会議において前条の改善計画の実施が不十分と認め

た場合は、実施責任者を通じて組織の長に改善措置を講ずるよう命令しなけ

ればならない。 

 
（重要な見直しに係る意見聴取等） 

第１０条 前２条の規定にかかわらず、学長は、改善を行う場合であって、教育

研究上の組織の新設、改廃等の重要な見直しを行うときは、戦略企画本部にお

いて意見を聴き、教育研究評議会、経営協議会及び役員会の議を経て行わなけ

ればならない。 
 
（中期目標期間評価の実施） 
第１１条 本学の中期計画の達成状況に係る点検及び評価を行うため、学長は、

毎事業年度において、中期計画の進捗状況を把握するものとする。 
２ 学長は、前項の進捗状況をもとに、学外の利害関係者と双方向又は多方向の

意見聴取を行った上で、中期目標期間評価を行うものとする。 
３ 学長は、第１項の中期計画の進捗状況について、学長が指定する業務を掌理



する担当理事から定期的に報告を求めるとともに、中期計画の進捗管理に努

めるものとする。 
４ 自己評価会議の議長は、第２項の中期目標期間評価の結果について、自己評

価会議の議を経て決定する。 
 
（評価結果の公表） 
第１２条 学長は、第４条に基づく自己点検・評価の結果、第７条に基づく外部

評価会議による検証の結果及び前条に基づく中期目標期間評価の結果を、教

育研究評議会、経営協議会及び役員会に報告し、インターネット等を利用して

学内外に公表する。 
 
（雑則） 
第１３条 この規程に定めるもののほか、評価会議に関し必要な事項は、別に定

める。 
 
 

附 則 
この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 
この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 
  附 則 
この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 
 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、令和２年１２月１５日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、令和３年５月１８日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 


